
（ 急速充電設備）  

第 1 2 条の２  急速充電設備（ 電気を 設備内部で変圧し て、 電気自動車等（ 電気を 動力源と する 自

動車、 原動機付自転車、 船舶、 航空機その他こ れら に類する も のを いう 。 以下同じ 。） にコ ネク

タ ー（ 充電用ケ ーブルを 電気自動車等に接続する た めのも のを いう 。 以下同じ 。） を 用いて  

充電する 設備（ 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 除く 。） を いい、 分離型のも の（ 変圧する 機

能を 有する 設備本体及び充電ポス ト （ コ ネク タ ー及び充電用ケーブルを 収納する 設備で、 変圧す

る 機能を 有し ないも のを いう 。 以下同じ 。） によ り 構成さ れる も のを いう 。 以下同じ 。） にあつて

は、 充電ポス ト を 含む。 以下同じ 。） の位置、 構造及び管理は、 次に掲げる 基準によ ら なければ

なら ない。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⑴ 急速充電設備（ 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト 以下のも の及び消防長が認める 延焼を 防止する ための

措置が講じ ら れている も のを 除く 。） を 屋外に設ける 場合にあつては、 建築物から ３ メ ート ル

以上の距離を 保つこ と 。 ただし 、 次に掲げる も のにあつては、 こ の限り でない。（ を ）（ ん）  

 ア 不燃材料で造り 、 又は覆われた外壁で開口部のないも のに面し て設ける も の 

 イ  分離型のも のの充電ポス ト  

⑵ 筐
きょう

体は、 不燃性の金属材料で造る こ と 。 ただし 、 分離型のも のの充電ポス ト にあっ ては、

こ の限り でない。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⑶ 堅固に床、 壁、 支柱等に固定する こ と 。（ ゆ）（ を ） ( ア)  

⑷ 筐
きょう

体について、 雨水等の浸入防止の措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ア）  

⑸ 充電を 開始する 前に、 急速充電設備と 電気自動車等と の間で自動的に絶縁状況の確認を 行

い、 絶縁さ れていない場合には、 充電を 開始し ない措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）  

⑹ コ ネク タ ーと 電気自動車等が確実に接続さ れていない場合には、充電を 開始し ない措置を 講

ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⑺ コ ネク タ ーが電気自動車等に接続さ れ、 電圧が印加さ れている 場合には、 当該コ ネク タ ーが

当該電気自動車等から 外れないよ う にする 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⑻ 漏電、 地絡及び制御機能の異常を 自動的に検知する 構造と し 、 漏電、 地絡又は制御機能の異

常を 検知し た場合には、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）  

⑼ 電圧及び電流を 自動的に監視する 構造と し 、 電圧又は電流の異常を 検知し た場合には、 急速

充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）  

⑽ 異常な高温と なら ないよ う にする と と も に、 異常な高温と なつた場合には、 急速充電設備を

自動的に停止さ せる 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）  

⑾ 急速充電設備を 手動で緊急に停止する こ と ができ る 装置を 、当該急速充電設備の利用者が異

常を 認めたと き に、 速やかに操作する こ と ができ る 箇所に設ける こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⑿ 急速充電設備と 電気自動車等と の衝突を 防止する 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

⒀ コ ネク タ ーについて、 操作に伴う 不時の落下を 防止する 措置を 講ずる こ と 。 ただし 、 コ ネク

タ ーに十分な強度を 有する も のにあつては、 こ の限り でない。（ を ）（ ん）  

⒁ 充電用ケーブルを 冷却する ため液体を 用いる も のにあつては、 当該液体が漏れた場合に、 漏

れた液体が内部基板等の機器に影響を 与えない構造と する と と も に、充電用ケーブルを 冷却す



る ために用いる 液体の流量及び温度の異常を 自動的に検知する 構造と し 、当該液体の流量又は

温度の異常を 検知し た場合には、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる こ と 。（ を ） 

⒂ 複数の充電用ケーブルを 有し 、複数の電気自動車等に同時に充電する 機能を 有する も のにあ

つては、 出力の切替えに係る 開閉器の異常を 自動的に検知する 構造と し 、 当該開閉器の異常を

検知し た場合には、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる こ と 。（ を ）  

⒃ 急速充電設備のう ち蓄電池を 内蔵し ている も のにあつては、 当該蓄電池（ 主と し て保安のた

めに設ける も のを 除く 。） について次に掲げる 措置を 講ずる こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

ア 電圧及び電流を 自動的に監視する 構造と し 、 電圧ま たは電流の異常を 検知し た場合には、

急速充電設備を 自動的に停止さ せる こ と 。  

イ  異常な高温と なら ないこ と 。（ を ）  

ウ  温度の異常を 自動的に検知する 構造と し 、 異常な高温又は低温を 検知し た場合には、 急速

充電設備を 自動的に停止さ せる こ と 。  

エ 制御機能の異常を 自動的に検出する 構造と し 、 制御機能の異常を 検知し た場合には、 急速

充電設備を 自動的に停止さ せる こ と 。  

 ⒄ 急速充電設備のう ち分離型のも のにあっ ては、 充電ポス ト に蓄電池（ 主と し て保安のために

設ける も のを 除く 。） を 内蔵し ないこ と 。（ ん）  

⒅ 急速充電設備の周囲は、 換気、 点検及び整備に支障のないよ う にする こ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん） 

⒆ 急速充電設備の周囲は、 常に整理及び清掃に努める と と も に、 油ぼろ その他の可燃物を みだ

り に放置し ないこ と 。（ ゆ）（ を ）（ ん）  

２  前項に規定する も ののほか、 急速充電設備の位置、 構造及び管理の基準については、 前条第１

項第２ 号、 第５ 号、 第８ 号及び第９ 号の規定を 準用する 。（ ゆ）  

 

条則 

( 標識等) （ 抜粋）  

第 1 6 条 条例第 1 2 条第１ 項第５ 号( 条例第８ 条の３ 第１ 項及び第３ 項、 第 1 2 条第３ 項、 第 1 2

条の２ 第２ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第３ 項並びに第 1 4 条第２ 項及び第４ 項において準用する 場

合を 含む。 ) 、 第 1 8 条第３ 号、 第 2 4 条第２ 項及び第４ 項及び第５ 項ただし 書及び第５ 号ただし

書、 第 2 9 条第６ 項並びに第 5 1 条第４ 号並びに第９ 条第５ 号に規定する 標識及び表示板は、 別

表第４ の各項に掲げる 区分に応じ 、それぞれ当該各項の右欄に定める 大き さ 及び色によ る も のと

する 。（ つ）（ と ）（ ぬ）  

２   （ 略）（ と ）  

３   （ 略）（ あ）（ え）（ お）（ か）（ く ）（ け）（ と ）  

 

 

 

 

 

 



 

別表第４ （ 抜粋）（ あ）（ え）（ か）（ く ）（ と ）（ ぬ）  

標 識 及 び 表 示 板 

大 き  さ  及 び 色 

大 き  さ  色 

幅 

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 

長さ  

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 
地 文字又は表示 

変電設備、 燃料電池発電設備、 急速充

電設備、 内燃機関を 原動力と する 発電

設備又は蓄電池設備であ る 旨を 表示し

た標識 

1 5 以上 3 0 以上 白 黒 

 
    

 

 

 

【 解説】  

 本条は、 屋内、 屋外に関わら ず電気を 設備内部で変圧し て、 電気自動車等に充電する 設備（ 全出力

2 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 除く 。） である 急速充電設備の位置、 構造及び管理の基準について規定

し たも のである 。  

 急速充電設備は、電気自動車等の車載電池に高い圧力で電流を 流すこ と で、短い時間で充電する こ

と を 可能にする 設備で、外出先で充電を する ため、高速道路のサービ ス エリ アなど に設置さ れる 設備

である 。  

 令和５ 年９ 月ま では、 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト を 超え 2 0 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 急速充電設備と

し て取り 扱っ ていたが、「 規制改革実施計画」（ 令和４ 年６ 月７ 日閣議決定） によ り 、 大型電動車、 電

動バス や電動ト ラ ッ ク の普及拡大に向けて、 出力の上限を 撤廃し 、 大出力の急速充電器も「 急速充電

設備」 と し て規制する こ と と さ れた。 こ れによ り 、 全出力が 2 0 0 キロ ワ ッ ト を 超える 大出力の急速

充電設備は、「 変電設備」 ではなく 「 急速充電設備」 と し て取り 扱いが可能と なっ た。 ま た、 こ れま

で設備の室内に担当者以外の者が出入り でき ず、電気自動車等の運転手自ら が充電する こ と ができ な

いなど の設置の障壁があっ たが解消さ れた。  

なお、給油取扱所に急速充電設備を 設置する 場合は、給油取扱所の附随設備と し て危険物規則によ

り 規制さ れている ので留意する こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 



図 1 2 の２ -1 _ 急速充電設備対象のイ メ ージ 

 

 

１  急速充電設備の概要 

⑴ 消防庁における「 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト を 超える 電気自動車用急速充電設備の安全対策に関す

る 検討報告書」（ 令和２ 年４ 月_ 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト を 超える 電気自動車用急速充電設備の安全

対策に関する 検討部会） によ る と 、 急速充電設備の概要等は、 以下のと おり と なっ ている 。  

ア 電気自動車への充電方法は、 大き く 分けて、「 普通充電」 と 「 急速充電」 の２ つの方法があ

る 。  

普通充電は、 家庭用電源のコ ン セン ト 等から 1 0 0 V 又は 2 0 0 V で充電する も ので、 電池残

量ゼロ から 満充電ま で約 1 0 時間から 2 0 時間程度の充電時間を 要する 。  

一方で、 急速充電は、 専用の急速充電設備で電気自動車の電池に直流で充電する も ので、 電

池容量や急速充電設備の出力によ り 約 1 5 分から １ 時間程度の充電時間を 要する 。  

イ  現在、 国内で販売さ れている 電気自動車と 急速充電設備は、 CHAdeMO 規格に適合し たも

のが一般的であり 、 充電の制御の仕組みを 「 CHAdeMO プロ ト コ ル」 と いう 規格に統一する

こ と で次の要件を 実現し ている 。  

( ｱ)  すべての電気自動車に利用でき る こ と  

電気自動車がど のメ ーカーの急速充電設備でも 共通に利用でき る よ う に、 IEC（ 国際電気

標準会議 Inte rna t iona l Electrotechnica l Commiss ion） で定めら れた規格の標準コ ネク

タ ーや自動車の制御用通信と し て広く 使われている CAN（ Controlle r Area  Ne tw ork） 通

信と いう 規格で電気自動車と 急速充電設備間のデータ 形式やタ イ ミ ング を 規定し ている 。  

( ｲ)  利用者が安全に使用でき る こ と  

急速充電設備は、 通常の家電製品と 比較し 大き な電流・ 電圧を 使用する ため、 重大な事故

に直結する 危険性がある 。 そのため、 フ ェ ールセーフ 機能を 持たせており 、 電気自動車側、

急速充電設備側のど ちら に異常があっ ても 、 電流が流れない構造になっ ている 。  

( ｳ)  電気自動車の電池に過電流によ る 損傷を 与えないこ と  

急速充電設備が電気自動車の電池寿命に悪影響を 与えない仕組みが採用さ れている 。電気

自動車に搭載さ れた ECU（ Ele ctronic Control Unit） と いう マイ コ ン が電池残量や温度な

ど の条件によ っ て最適な充電電流値を 計算し 、 急速充電設備は ECU の指示に従っ て電流を

送り 、 充電量が 8 0 ％ま で回復する と 、 充電を 終了する か、 ま たは電流を 制御する 。  

ウ  急速充電設備の安全対策 

急速充電設備は、感電事故等を 未然に防止する と と も に、故障が発生し た場合における 周囲

への影響を 最小限にと ど める ため、 J IS 規格等に基づき 、 以下の安全対策が講じ ら れている 。 

( ｱ)  充電コ ネク タ ーの端子部は、 感電防止や充電時の異物の挟み込みによ る ト ラ ッ キン グを

防止する ため、 絶縁材料のス ペーサなど で容易に触れる こ と ができ ない構造と なっ ている 。 

( ｲ)  充電ケーブルが車両に接続さ れ、 充電開始ボタ ン が押さ れる ま で端子部に電圧を 印加し

ない構造と なっ ている 。  



( ｳ)  絶縁ト ラ ン ス によ り 、 入力側の交流系統と 出力側の直流系統を 分離する と と も に、 直流

側を 大地から 浮いた状態にする こ と によ り 、充電ケーブル内にあ る 直流給電線のいずれか一

方の故障箇所に人体が触れる よ う な単一故障事象が発生し ても 感電事故を 防止する こ と が

でき る 構造と なっ ている 。  

( ｴ)  絶縁状況の確認のため、 充電開始前に充電回路に試験的に電圧を かけ、 充電回路-接地線

間及び充電回路の正負極間が正常である かど う かを 確認する 構造と なっ ている 。  

( ｵ)  充電中は、 常時、 検出器によ り 地絡を 監視し ており 、 地絡検出時は瞬時に電流を 停止す

る 構造と なっ ている 。  

( ｶ)  充電中のコ ネク タ ーの脱落を 防止する ため、 電磁ロ ッ ク 機構が採用さ れている 。  

( ｷ)  充電器と 車両の接続状態は信号線で常時監視さ れており 、 万が一、 衝突など でコ ネク タ

ーが脱落し た場合は、 瞬時に電圧を 低下さ せ、 感電を 防ぐ こ と ができ る 構造と なっ ている 。 

⑵ 本条の適用と なる 「 急速充電設備」 は、 次の条件に該当する 設備を 対象と する 。  

ア 出力に関する 要件 

   定格出力が 2 0 キロ ワ ッ ト を 超える 設備である こ と 。  

 イ  構造・ 機能に関する 要件 

   以下のいずれかに該当する こ と 。  

( ｱ)  一体型 

設備本体で電気を 昇圧（ 変圧） し 、 コ ネク タ ーを 用いて、 電気自動車等に充電する 設備。  

「 電気自動車等」 には、 電気を 動力源と する 自動車、 原動機付自転車、 船舶、 航空機、 そ

の他こ れら に類する も のがある 。 こ れは、 今後、 自動車や原動機付自転車以外のも のを 充電

対象と する 急速充電設備が普及する こ と を 想定し ている も のである 。  

( ｲ)  分離型 

変圧機能を 有する 設備本体と 、 充電ポス ト によ り 構成さ れる 設備。  

「 充電ポス ト 」 と は、 コ ネク タ ー及び充電用ケーブルを 収納する 設備で、 変圧する 機能を

有し ないも のを いう 。  

※ （ ｱ） 及び（ ｲ） に該当し ない急速充電設備は、 第 1 2 条に定める 「 変電設備」 と し て取り

扱う 。  

 

図 1 2 の２ -2  

【一体型】 【分離型】 

 

 

 

 

 

 

出 典 ：「 第 １ 回  急 速 充 電 設 備 の 規 制 の あ り 方 に 関 す る 検 討 部 会 （ 令 和 ４ 年 ８ 月 17 日 _ 資 料 ２ ）」（ 消 防 庁 ）

（https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/post-121.html） 
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２  急速充電設備の位置、 構造及び管理の基準 

  第１ 項は、 急速充電設備を 設ける 場合の位置、 構造及び管理について規定し たも のである 。  

⑴  第１ 号は、 屋外に設ける 急速充電設備と 他の建築物と の離隔距離を 規定し たも のである 。  

ア 「 消防長が認める 延焼を 防止する ための措置」 と は、 次の措置を いう 。 こ れら の措置がすべ

て講じ ら れている も のについては、 建築物と の離隔距離は不要と する 。  

 

消防長が認める 延焼を 防止する ための措置 

▶  筐体は、 不燃の金属材料で厚さ がス テン レ ス 鋼板で 2 .0 ミ リ メ ート ル以上、 ま たは

鋼板で 2 .3 ミ リ メ ート ル以上である こ と 。  

▶  安全装置（ 漏電遮断器） が設置さ れている こ と 。  

▶  筐体の体積１ 立方メ ート ルに対する 内蔵可燃物量（ 電装基板等の可燃物の量） が約

1 2 2 キロ グラ ム 以下である こ と 。  

▶  蓄電池が内蔵さ れていないこ と 。  

▶  太陽光発電設備が接続さ れていないこ と 。  

 

なお、 第１ 号イ において、 充電ポス ト を 除いている のは、 充電ポス ト は、 変圧等の機能を 有

する も のではなく 、 出火危険性が低いも のと 想定さ れる ためである 。  

 

イ  「 建築物から ３ メ ート ル以上の距離」 と は、 屋外に設ける 急速充電設備と 他の建築物と の離

隔距離を 規定し たも ので、隣接する 建築物から ３ メ ート ル以上の離隔距離を 取ら なければなら

ないこ と を いう 。  

ただし 書き ア部分の適用については、 第 1 2 条の変電設備の【 解説】 ３ を 参照のこ と 。  

 

図 1 2 の２ -３ _ 建築物から の距離イ メ ージ  

 

 
 

 

出典：「第１回 急速充電設備の規制のあり方に関する検討部会（令和４年８月 17 日_資料２）」（消防庁）

（https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/post-121.html） 

３ ｍ 以上 

３ ｍ 未満 

充電ポス ト  設備本体 

分離型 



 

⑵ 第２ 号は、 筐体の材料について規定し たも のであ る 。 なお、 筐体と は、 変圧器等の機器から な

る 急速充電設備及び付属機器を 収納する 箱型の容器のこ と を いう 。 なお、 第２ 号において、 充電

ポス ト を 除いている のは、 上記⑴と 同様の理由から である 。  

 

図 1 2 の２ -４ _ 筐体の材質 

設備本体 充電ポス ト  

 

 

 

 

 

 

 

出典：「 第１ 回 急速充電設備の規制のあ り 方に関する 検討部会（ 令和４ 年８ 月 1 7 日_ 資料２ ）」（ 消

防庁）（ http s ://w w w .f dm a .g o.jp /s ing i_ ke n to/ke nto/p os t-1 2 1 .h tm l）  

 

⑶ 第３ 号は、 筐体の固定方法について規定し たも のであり 、 急速充電設備が事故・ 災害等によ り

転倒する こ と によ る 火災を 防止する ための規定である 。  

具体的な施工例と し ては、 アン カーボルト によ る 基礎への固定など が挙げら れる 。  

基本的に、以下のマニュ アル及び指針に基づき 施工する 場合は、基礎ボルト や施工アン カーな

ど の種類は問わない。ま た、具体的なアン カーボルト のサイ ズなど は各メ ーカー型式など によ り

異なる ため、 その都度確認する 必要がある 。  

ア 建築電気設備の耐震設計・ 施工マニュ アル（ 一般社団法人日本電設工業協会）  

イ  建築設備耐震設計・ 施工指針（ 一般財団法人日本建築セン タ ー）  

⑷ 第４ 号は、 筐体への雨水等の浸入を 防止する 措置を 講ずる よ う 規定し たも のである 。  

「 雨水等の浸入を 防止する 措置」 と は、 筐体が日本産業規格で規定する IP3 3 以上の保護等級

（ J IS  C 0 9 2 0  「 電気機械器具の外郭によ る 保護等級」） を 確保し ている も のである こ と 。  

⑸ 第５ 号は、充電開始前に急速充電設備と 電気自動車等と の間で自動的に絶縁状況の確認を 行う

規定である 。 絶縁さ れていない場合は、 充電を 開始さ せない措置を 講じ なければなら ない。  

⑹ 第６ 号は、コ ネク タ ーと 電気自動車等と が確実に接続さ れていない場合、充電を 開始さ せない

措置を 講ずる よ う 規定し たも のである 。  

⑺ 第７ 号は、コ ネク タ ーと 電気自動車等と の接続部に電圧が印加さ れている 場合には、当該コ ネ

ク タ ーが当該電気自動車等から 外れないよ う に措置を 講ずる よ う 規定し たも のである 。  

⑻ 第８ 号は、 漏電、 地絡及び制御機能の異常を 自動的に検知する 構造と し 、 異常を 検知し た場合

には、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる よ う 規定し たも のである 。  

⑼ 第９ 号は、電圧及び電流を 自動的に監視する 構造と し 、電圧又は電流の異常を 検知し た場合に

は、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる よ う 規定し たも のである 。  

不燃性の金属材料 指定な し  



⑽ 第 1 0 号は、 異常な高温と なっ た場合には、 急速充電設備を 自動的に停止さ せる 措置を 講ずる

よ う 規定し たも のであ る 。  

   「 異常な高温」 と は、 過電流等によ る 発熱を 温度セン サーが検知し 、 急速充電設備が充電を 停

止する 温度を 想定し ている 。  

⑾ 第 1 1 号は、 急速充電設備を 手動で緊急に停止する こ と ができ る 装置を 、 当該急速充電設備の

利用者が異常を 認めたと き に、速やかに操作する こ と ができ る 箇所に設ける よ う 規定し たも ので

ある 。  

特に、 分離型の急速充電設備では、 設備本体と 充電ポス ト が別室に設置さ れる こ と や、 離れた

位置に設置さ れる こ と が想定さ れる ためである 。  

例： 設備本体を 屋外、 充電ポス ト を 屋内に設置する 場合（ 逆の場合も あ り 。）。  

「 速やかに操作する こ と ができ る 箇所」 と は、 一体型の場合は設備本体、 分離型の場合はコ ネ

ク タ ーや充電ポス ト 等に設ける こ と など が考えら れる 。  

 

図 1 2 の２ -５  

【 一体型】  【 分離型】  

 

 
設備本体 

 

 

 

 

 

 

 

コ ネク タ ー 

出典：「 第１ 回 急速充電設備の規制のあ り 方に関する 検討部会（ 令和４ 年８ 月 1 7 日_ 資料２ ）」（ 消防庁）

（ h ttp s ://w w w .f dma .g o .jp/s ing i_ ke n to/ke nto/p os t-1 2 1 .h tm l）  

 

⑿ 第 1 2 号は、急速充電設備と 電気自動車等の衝突を 防止する 措置を 講ずる よ う 規定し たも ので

ある 。  

   樹脂製ポールや鉄製パイ プのほか、 車止めや縁石等によ る 措置が考えら れる 。 その他、 急速充

電設備を 駐車ス ペース よ り １ 段高い位置に設ける こ と で衝突を 防ぐ 方法など も ある 。こ う し た措

置のう ち、いずれかの措置が講じ ら れたも のであれば、本号の基準に適合し たも のと し て扱っ て

差し 支えない。 ま た、 こ れら の措置は、 使用又は点検する 際に、 急速充電設備の扉の開閉の妨げ

になら ない位置に設ける こ と 。  

なお、 本号は、 急速充電設備本体に対する 防護措置を 求めたも のであり 、 充電用ケーブル及び

充電ポス ト については防護措置の対象ではないこ と 。  

⒀ 第 1 3 号は、急速充電設備の操作に伴う コ ネク タ ーの不時の落下を 防止する 措置について規定

し たも のである 。  

  全出力の拡大に伴い、 充電用ケ ーブルが従来と 比べ、 太く 、 重く なる こ と が想定さ れる こ と か

緊急停止装置 

緊急停止装置 



ら 、電気自動車等への充電操作中にコ ネク タ ーが落下し 、損傷する こ と によ る 出火事故を 防止す

る ための措置を 講じ る 必要がある こ と 。  

  「 操作に伴う 不時の落下を 防止する 措置」 と は、 具体的には、 充電用ケーブル部を 保持する 補

助器具や、車両付近にコ ネク タ ーを 保持でき る 補助器具等の設置等が想定さ れる も のである こ と 。 

  ま た、 同号ただし 書き の「 十分な強度」 と は、 操作に伴う 不時の落下等によ る 衝撃に十分耐え

う る 強度であり 、 具体的には急速充電設備のコ ネク タ ーに係る 規格（ CHAdeMO 規格、 UL 規格

等） に適合し ている も のを 想定し ている 。  

⒁ 第 1 4 号は、充電用ケーブルを 冷却する ために液体を 用いる 急速充電設備に講じ る 措置につい

て規定し たも のである 。  

  充電用ケーブルに大電流が流れる こ と によ る 発熱を 防止する ために、充電用ケーブル内に設け

た管等に、 冷却液を 循環さ せる こ と によ り 充電用ケーブルを 冷却する 機構（ 液冷機構） を 有する

急速充電設備については、冷却液の漏洩に起因する 内部基板等の損傷によ る 出火事故を 防止する

ための措置を 講じ る 必要がある こ と 。  

「 漏れた液体が内部基板等の機器に影響を 与えない構造」 と は、 具体的には、 絶縁性を 有する

冷却液を 用いたも のや、液冷機構を 内部基板等よ り 低い位置に配置し たも の等が想定さ れる も の

である こ と 。  

「 流量の異常」と は、冷却液が漏れる こ と 等によ り 、流量が減少し た状態を 想定し ている こ と 。  

「 温度の異常」 と は、 冷却液が漏れる こ と 等によ り 、 充電用ケーブルが過熱し 、 冷却液の温度

が上昇し た状態を 想定し ている こ と 。  

なお、充電用ケーブルを 冷却する ために用いる 液体は、可燃性のないも のを 使用する こ と が望

ま し い。  

⒂ 第 1 5 号は、 複数の充電用ケーブルを 有し 、 複数の電気自動車等を 同時に充電する 機能を 有す

る 急速充電設備に講じ る 措置について規定し たも のである 。  

複数の充電用ケーブルを 有し 、複数の電気自動車等に同時に充電する 機能を 有する 急速充電設

備については、出力の切替えに係る 開閉器が熱によ り 固着する こ と 等によ っ て、電気自動車等の

電池が短絡し 、配線や充電用ケーブルの焼損等が生じ る おそれがある こ と から 、開閉器の異常を

検知し た場合、 急速充電設備を 停止さ せる 措置を 講じ る 必要がある こ と 。  

⒃ 第 1 6 号は、 急速充電設備のう ち、 蓄電池を 内蔵し ている も のについて規定し たも のである 。 

 ア 蓄電池の基準 

  リ チウ ム イ オン 蓄電池であり 、 かつ、 日本産業規格（ 産業標準化法（ 昭和 2 4 年法律第 1 8 5

号） 第 2 0 条第１ 項の日本産業規格を いう 。） J IS  C 8 7 1 5 -2 （ 産業用リ チウ ム 二次電池の単

電池及び電池シス テム 第２ 部： 安全性要求事項） に適合する も のである こ と 。  

 イ  「 蓄電池を 内蔵し ている 」 と は、 急速充電設備専用の蓄電池が当該設備の筐体内に収納さ れ

ている も のである 。  

なお、 内蔵し ている 蓄電池の蓄電池容量が 2 0 キ ロ ワ ッ ト 時を 超える も のであっ ても 、 第

1 4 条の規定は適用し ない。  

 ウ  「 主と し て保安のために設ける も の」 と は、 停電時等に電気自動車等と コ ネク タ ーの接続部

分の制御を 行う も のなど 、設備の安全装置を 維持する ために設ける 蓄電池が該当し 、本号に掲

げる 措置を 要し ない。  

エ 「 異常な低温」 について、 低温下において蓄電池の充電を 行っ た場合、 蓄電池の電極に析出



する 金属リ チウ ムによ り 蓄電池内部で短絡が発生する おそれがある こ と から 、「 蓄電池の仕

様書等に記載さ れた使用温度範囲を 下回る 温度」 を 想定し たも のである 。  

オ 「 制御機能」 と は、 蓄電池が過充電、 過電流、 過放電、 温度異常の際に電流を 制御する 電子

シス テム （ BMS ： Ba tte ry Ma na g ement S ys tem） のこ と である 。  

 ⒄ 第 1 7 号は、 分離型の急速充電設備の充電ポス ト については、 コ ネク タ ー及び充電ケーブルを

収納する 以外の機能と し て、電気自動車等への充電のために蓄電池を 内蔵する こ と が想定さ れる

が、 蓄電池によ り 出火危険が増大する おそれがある こ と から 、「 主に保安のために設ける も の」

を 除き 、 充電ポス ト には蓄電池を 内蔵し ないこ と を 規定し たも のである 。  

⒅ 第 1 8 号は、 急速充電設備の周囲は、 換気、 点検及び整備に支障のないよ う にする よ う 規定し

たも のである 。「 換気、 点検及び整備に支障のないよ う にする 」 と は、 急速充電設備の周囲に、

機器ご と にメ ーカーの指定する 距離を 確保する こ と を いう 。  

⒆ 第 1 9 号は、 急速充電設備の周囲は、 常に、 整理及び清掃に努め、 油ぼろ その他の可燃物を み

だり に放置し ないよ う 規定し たも のである 。  

 

２  第２ 項は、 前１ 項に規定する も ののほか、 位置、 構造及び管理の基準について条例第 1 2 条第１

項第２ 号、 第５ 号、 第８ 号及び第９ 号の規定を 準用する 旨を 明ら かにし たも のである 。  

 ⑴ 同項第５ 号の規定の準用に当たっ ては、 標識の文字を 「 急速充電設備」 と する こ と 。  

 ⑵ 同項第９ 号の規定の準用に当たり 、「 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する

も の」 と し ては、 消防局告示第１ 号２ ⑴及び⑵に規定する 次のア及びイ の者が該当する 。  

ア 電気事業法に基づく 電気主任技術者の資格を 有する 者 

イ  電気工事士法に基づく 電気工事士の資格を 有する 者 

 

 

３  急速充電設備（ 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 除く 。） を 設置する 際の届出については、 条

例第 5 6 条第１ 項第 1 0 号の規定に基づき 消防署への設置の届出が必要である 。  

 

４  その他 

⑴ 急速充電設備の規格統一及び普及促進を 図る ために設立さ れた一般社団法人 CHAdeMO 協議

会の発行する 「 電気自動車用急速充電ス タ ン ド 標準仕様書」 1 .2 又は 2 .0 に適合する こ と によ

り 、条例第 1 2 条の２ 第 1 項（ 第１ 号、第３ 号、第 1 2 号及び第 1 6 号から 第 1 8 号ま でを 除く 。）

の規定については、 同等の措置が図ら れている も のと し て取り 扱える も のである 。  

   なお、 当該標準仕様書については、 前３ の届出の際に添付する 必要はないも のである こ と 。  

 ⑵ 分離型の急速充電設備について、令第 1 3 条第１ 項及び規則第６ 条第４ 項に定める 電気設備が

設置さ れている 部分の床面積の算定に当たり 、「 その他こ れら に類する 電気設備」 に該当する の

は設備本体のみであり 、 充電ポス ト 部分の床面積を 含める 必要はないこ と 。  

 


